






















































































































































































































12 模擬授業① 2 名















































































































































































































































































































































８）17 年度 14 名、18 年度 9 名、19 年度 4 名である。
９）ただし、この傾向は、報告者が出講している本
学よりも入学難易度が高いとされている C 大学
でもほぼ同様である。同大は関連学校や指定校推
薦で入学する学生の比率が高く、その学生が教職
を希望するケースが多いことが背景にある。本学
の場合、高得点をとった学生は公務員試験のため
のドリルをいやになるほどやったことがあるから
と述べている。
10）経済単元に関しては、新井（2012）の筑波大学
大学院での講義をもとに構成している。
11）この一連の授業の発想はアメリカ CEEの経済
教育の方法から得ている。新井（2019）参照。
12）二年間の学生諸君との交流と新井紀（2018）に
よる読解力の重要性の主張がこの修正に導いた。
13）松田（2018）所収の小島（2018）の指摘。
14）太田（2012）に指摘があり、慶應義塾大学教職
課程センター HPにガイドラインが掲載されてい
る。
https://www.ttc.keio.ac.jp/curriculum/24a/
（2019.10.1 閲覧）
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